









　加盟 165 校を 8 地区に分け、それぞれの地区から幹事校を輪番で選出し、総会・
研究会・懇談会・研究部の運営を担っている。また、東私教協（東京地区教職課
程研究連絡協議会 ･･･ 国公立大学 8 校、私立大学 68 校）や全私教協（一般社団
法人　全国私立大学教職課程研究連絡協議会 ･･･8 地区、正会員 392 校、準会員
12 校）との連携を図り、教職課程を持つ私立大学の現状と問題点の解決に向け
て研究を続けている。












　加盟 165 校を「東京 A グループ」として 24 校（幹事校：こども教育宝仙大学、
女子美術大学、杉野服飾大学）、「東京 B グループ」として 24 校（幹事校：成城
大学、東京未来大学）、「東京 C グループ」として 25 校（幹事校：日本女子大学、
法政大学、明星大学）、「神奈川・山梨地区」として 22 校（幹事校：相模女子大
学）、「千葉・茨城地区」として 25 校（幹事校：川村学園女子大学）、北部地区と
して 26 校（幹事校：日本工業大学）、短期大学として 8 校（幹事校：川口短期大
学）があり、その他「別キャンパス校」として 11 校があるが、実務的には本校
に所属している。
　会長・事務局校として 2006 年～ 2009 年までは「玉川大学」、2010 年～ 2011
年までは「帝京大学」、2012 年～ 2013 年までは「帝京平成大学」、2014 年～
2016 年までは「創価大学」にお世話になっており、来年度からは「北里大学」
にお願いをしている。




























































































　　　　　　（平成 27 年 10 月 1 日現在）
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会長　　　  北山　禎介 　三井住友銀行取締役会長
副会長　　  小川　正人 　放送大学教養学部教授、東京大学名誉教授
副会長　　  河田　悌一 　日本私立学校振興・共済事業団理事長
  　　　　  明石　要一 　千葉敬愛短期大学学長、千葉市教育委員会委員、
　　　　　　　　　　　　 千葉大学名誉教授 
  　　　　　生重　幸恵 　特定非営利活動法人スクール・アドバイス・
　　　　　　　　　　　　 ネットワーク理事長、一般社団法人キャリア教育
　　　　　　　　　　　　 コーディネーターネットワーク協議会代表理事
  　　　　　尾上　浩一　 公益社団法人日本PTA全国協議会会長
  　　　　　小原　芳明 　玉川大学長
  　　　　　帯野久美子 　株式会社インターアクト・ジャパン代表取締役、
　　　　　　　　　　　　 大阪市教育委員会委員
  　　　　　亀山　郁夫 　名古屋外国語大学長
  　　　　　菊川　律子 　放送大学特任教授（福岡学習センター所長）
  　　　　　五神　　真 　東京大学総長
  　　　　　小室　淑恵 　株式会社ワーク・ライフバランス代表取締役社長
 　　　　　 櫻井よしこ 　公益財団法人国家基本問題研究所理事長
  　　　　　志賀　俊之 　日産自動車株式会社代表取締役副会長
 　　　　　 篠原　文也 　政治解説者、ジャーナリスト
 　　　　　 竹宮　惠子 　京都精華大学学長、漫画家
 　　　　　 田中　庸惠 　千葉県市川市教育委員会教育長
 　　　　　 田邉　陽子 　日本大学法学部准教授
  　　　　　永田　恭介 　筑波大学長
  　　　　　中根　　滋 　学校法人東京理科大学理事長
  　　　　　成田真由美 　公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック
    　　　　　　　　　　 競技大会組織委員会理事
  　　　　　羽入佐和子 　お茶の水女子大学前学長、国立研究開発法人
 　　　　　　　　　　　　理化学研究所理事
 　　　　　 林　　文子 　横浜市長
  　　　　　坂東眞理子 　昭和女子大学学長
  　　　　　日比谷潤子　 国際基督教大学学長
  　　　　　福田　純子　 練馬区立光が丘春の風小学校校長
  　　　　　牧野　正幸　 株式会社ワークスアプリケーションズ代表取締
　　　　　　　　　　　　 役最高経営責任者
  　　　　　無藤　　隆　 白梅学園大学子ども学部教授兼子ども学研究科長
  　　　　　山田　啓二 　京都府知事
































































































1) 校内研修の推進 ･･･ チーム研修等　
2) アクティブ・ラーニング ･･･ 授業改善等
3) 新たな課題 ･･･ 英語、道徳、ICT、特別支援教育等
4) 初任研修 ･･･ 初任段階の教員との接続等　
5) 十年研修 ･･･ 実施期間の弾力化等
6) 教員採用試験 ･･･ 共同作成等
7) 学校インターンシップ ･･･ 教職課程への位置づけ等
8) 教職課程に係わる質保証 ･･･ 組織、評価の見直し等









1) 教職員の指導体制の充実 ･･･ 定数の拡充等
2) 教員以外の専門スタッフの参画 ･･･ スクールカウンセラー・ソーシャル
ワーカー等
3) 地域の連携体制の整備　･･･ 地域連携担当教職員等
4) 管理職の適材確保 ･･･ 教職大学院等
5) 主幹教諭制度の充実 ･･･ 研修プログラム等
6) 事務体制の強化 ･･･ 職務規定の見直し等
「教育改革の論点」
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7) 人材育成の推進 ･･･ 任用、給与等
8) 業務環境の改善 ･･･ メンタルヘルス対策等








1) コミュニティ・スクールの拡大と充実 ･･･ 学校運営協議会等
2) 地域の教育力の充実地域における学校との協働体制 ･･･ コーディネー
ターの配置等
3) 地域全体で未来を担う子供たちの成長を支える ･･･ ネットワークの形成
等










































































































　小学校は週一コマ（45 分）の外国語活動を 3．4 年で実施し、「聞く・話す」
を中心に取り組む。5．6年は外国語活動を週二コマの英語を教科化として、「読む・
書く」も加えたコミュニケーション能力の基礎を養う。そのために、3 ～ 6 年で








授業は原則として英語で行い、現行で 1200 語程度の指導する単語数を、1600 ～
1800 語程度に増やす。また、「読む・聞く・書く・話す」の 4 技能を測るために、




























































































　上記の基本計画の基本施策 1 に「ICT の活用等による新たな学びの推進」、基




















































協同出版　編（2016 年）：「現行　学習指導要領　出題の歴史」、教職課程 11 月号、協同
出版
 その他「教育新聞」・「朝日新聞」・「読売新聞」・「東京新聞」を参照
